
仮釈放について

第１ 要件等

１ 要件（刑法第２８条）

① 改悛の状があること

② 有期刑については，刑期の３分の１，無期刑については，１０年が経過

したこと（少年法には特則がある）

２ 基準（犯罪をした者及び非行のある少年に対する社会内における処遇に関す

る規則（以下 「規則」という ）第２８条）， 。

○ 悔悟の情及び改善更生の意欲がある

○ 再び犯罪をするおそれがない

○ 保護観察に付することが改善更生のために相当である

○ 社会感情が仮釈放を是認すると認められないときは，この限りではない

第２ 手続

第３ 仮釈放率

不定期刑受刑者（平成２１年１月１日から平成２３年１２月３１日まで）

（ ． ）：１２４名中１００名 ８０ ６％・矯正局の調査による

※ 少年受刑者を収容する函館，盛岡，川越，松本，姫路，奈良及び佐賀の各少年

刑務所並びに栃木刑務所及び和歌山刑務所における調査による

※ 全釈放者（平成２２年 ：４９．１％（犯罪白書による））

　矯正施設の長による申出を行うか否
かの審査（規則第９条）

　地方更生保護委員会による職
権調査開始（更生保護法第３５

　矯正施設の長による申出を行うか否
かの審査（規則第９条）

申出せず 申出（更生保護
法第３４条）

　地方更生保護委員会による職権
調査開始（更生保護法第３５条）

地方更生保護委員会による仮釈放審理

仮釈放許可 仮釈放を許可しない

　矯正施設の長は，仮釈放が可能となる期日
までに初めの審査を行い，以後少なくとも６箇
月に１度審査を行う（規則第１１条）

　審理対象者
との面接，被
害者等からの
意見聴取等を
実施
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